
宮崎県告示第71号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年２月５日から平成21年２月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第72号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年２月５日から平成21年２月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第73号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年２月５日から平成21年２月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫
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宮崎県告示第74号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年２月５日から平成21年２月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第75号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年２月５日から平成21年２月19日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第76号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第59条第１項の規定により

、都市計画事業を次のとおり認可した。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 施行者の名称

宮崎市

２ 都市計画事業の種類及び名称

田野都市計画道路事業 ３・５・３号 井倉南原線

田野都市計画道路事業 ３・６・３号 井倉合又線

田野都市計画道路事業 ３・６・１号 桜町通線

３ 事業施行期間

平成21年２月５日から平成25年３月31日まで

４ 事業地

収用の部分

宮崎市田野町字堀下、字上屋敷、字大将軍後、字学ノ木原、字

六反原及び字南原地内

使用の部分

宮崎市田野町字上屋敷地内

宮崎県告示第77号

宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第65条第２項の規定

による行政処分について、同法第69条第１項及び同条第２項におい

て準用する同法第16条の15第５項の規定により、次のとおり公開の

聴聞を行う。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 日 時 平成21年２月18日 午前10時

２ 場 所 宮崎市橘通東２丁目10番１号

宮崎県庁１号館６階 161会議室

３ 被聴聞者

茨 商号又は名称 株式会社グリーン商事

芋 代表者氏名 代表取締役 徳留 良弘

鰯 主たる事務所の所在地 宮崎県都城市栄町27－２－１

允 免許証番号 宮崎県知事因第2953号

印 免許年月日 平成18年10月30日

行政手続法（平成５年法律第88号）第17条第１項の規定に該当す

る関係者が、聴聞に参加しようとするときは、聴聞の５日前までに

知事の所管に属する不利益処分に係る聴聞に関する規則（平成６年

宮崎県規則第41号）第４条の規定に基づき、聴聞参加許可申請書（

別記様式第２号）により行わなければならない。

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年２月５日東臼杵郡美

郷町西郷区

田代字小原

6068番１地

先から同郡

同町同区田

代同字6069

番１地先ま

で

国道 3

27号

国道

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年２月５日東臼杵郡門

川町大字川

内字仁王平

1157番１地

先から同郡

同町同大字

同字1157番

１地先まで

八重原

延岡線

県道225

公公 告告

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

障害者（身体障

害者、知的障害

者等）の自立を

援助し、軽作業

等の場を提供す

ることにより働

く喜びと生きが

いを持って日常

生活が過ごせる

ように指導、援

助します。また

宮崎県小

林市大字

細野4488

番地

大木 覚身特定非営利

活動法人

あゆみの会

平成

20年

12月

18日
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土地改良法（昭和24年法律第 195号）第89条の２第９項の規定に

より、小山田地区県営土地改良事業（宮崎市、県営経営体育成基盤

整備事業）に係る換地処分をした。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

建設業法（昭和24年法律第 100号）第29条第１項の規定により、

建設業者許可を次のとおり取り消した。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

、高齢者や地域

の一般の人達と

の交流を促進し

、地域社会にお

いて障害者に対

する理解を深め

ることを目的す

る。

処分をした年月日
処分の原因と

なった事実

処分の内容処分を受けた建設業者

取り消した業種
許可の
区分

主たる営業
所の所在地

代表者の氏名商号又は名称許可番号

平成20年12月２日
（一部廃業）

平成20年12月
２日付けで廃
業した旨の届

管工事業特定宮崎県日向
市大字日知
屋 16751

宮前 隆之宮前建設珂宮 崎 県 知 事 許 可
(特－19)第1570号

平成20年12月25日
（全廃業）

平成20年12月
25日 〃

とび・土工工事業、塗
装工事業、防水工事業

一般宮崎県延岡
市昭和町３
－35－１

黒木 壤珂黒木塗装店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－16)第2574号

平成20年12月24日
（全廃業）

平成20年12月
24日 〃

建築工事業、大工工事
業、屋根工事業、内装
仕上工事業

一般宮崎県宮崎
市佐土原町
東上那珂35
95－１

重平 重雄禍重平建設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－16)第2669号

平成20年12月11日
（一部廃業）

平成20年12月
11日 〃

建築工事業、石工事業
、管工事業、鋼構造物
工事業、しゅんせつ工
事業、塗装工事業、造
園工事業、水道施設工
事業

一般宮崎県都城
市高崎町江
平2378

池田 良弘禍江平建設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第3724号

平成20年12月９日
（一部廃業）

平成20年12月
９日 〃

建築工事業特定宮崎県宮崎
市大字跡江
760

米丸 順也伸洋土木珂宮 崎 県 知 事 許 可
(特－18)第4397号

平成20年12月３日
（全廃業）

平成20年12月
３日 〃

土木工事業、とび・土
工工事業、ほ装工事業
、水道施設工事業

一般宮崎県都城
市山田町山
田5839

大生 忠男大生産業珂宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第4429号

平成20年12月18日
（全廃業）

平成20年12月
18日 〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県都城
市山田町山
田4423

竹脇 宗夫竹脇工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－17)第5589号

平成20年12月８日
（全廃業）

平成20年12月
８日 〃

建築工事業一般宮崎県宮崎
市宮崎駅東
２－１－４

林 知子ベーシックホ
ーム珂

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－17)第 11311号

平成20年12月12日
（全廃業）

平成20年12月
12日 〃

建築工事業、大工工事
業、屋根工事業、タイ
ル・れんが・ブロック
工事業、鋼構造物工事
業、内装仕上工事業

一般宮崎県宮崎
市大工３－
346－１江
上ビル１階

國貞 憲太郎アルデバラン
珂

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－20)第 12443号

入札公告

一般競争入札を次のとおり実施する。

平成21年２月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 競争入札に付する事項

茨 購入物品及び数量 牛海綿状脳症用ＥＬＩＳＡキット 62，5

00頭（予定検査頭数）

芋 購入物品の特質等 入札説明書による。

鰯 納入期間 平成21年４月１日から平成22年３月31日まで

允 納入場所 契約担当者が別途指定する場所

印 入札方法 茨の購入物品について入札を実施する。入札金額

は、１検体当たりの単価を記載すること。なお、落札決定に当

たっては、入札書に記載した金額に当該金額の 100分の５に相

当する金額を加算した金額（１銭未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 105分の 1

00に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争入札に参加する者に必要な資格

茨 この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件

をすべて満たす者とする。
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ア 平成20年宮崎県告示第 798号に規定する資格を有する者で

、営業種目が医療・理化学機器類で種目名が医療機器若しく

は理化学機器又は営業種目が薬品類で種目名が医薬品のもの

であること。

イ 納入する物品及び数量を確実に納入できる者であること。

ウ 納入する物品については、納入先の求めに応じて速やかに

提供できる者であること。

芋 入札に参加しようとする者は、茨イ及びウの資格要件を満た

すことを証明する書類（以下「証明書」という。）を平成21年

３月12日までに提出すること。ただし、上記提出期限を経過し

ても入札書の提出期限までは証明書を随時受け付けるが、この

場合には資格要件審査が入札に間に合わないことがある。

なお、入札者は、当該書類について説明を求められたときは

、これに応じなければならない。

３ 契約条項を示す場所及び期間

茨 場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当 宮崎市橘通

東２丁目10番１号 郵便番号 880－8501 電話番号0985（26）

7208

芋 期間 平成21年２月５日から平成21年３月18日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで）

４ 入札説明書の交付場所及び交付期間

茨 場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当

芋 期間 平成21年２月５日から平成21年３月18日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで）

５ 入札説明会の場所及び日時

茨 場所 宮崎県庁１号館４階総務部総務事務センター入札室

宮崎市橘通東２丁目10番１号

芋 日時 平成21年２月16日 午前11時

６ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

茨 提出場所 宮崎県総務部総務事務センター物品担当

芋 提出期限 平成21年３月19日 午前11時30分（郵便にあって

は平成21年３月18日午後５時必着）

鰯 提出方法 持参又は送付（郵便にあっては書留郵便に限る。

）によること。

７ 開札の場所及び日時

茨 場所 宮崎県庁１号館４階総務部総務事務センター入札室

宮崎市橘通東２丁目10番１号

芋 日時 平成21年３月19日 午前11時30分

８ 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則

第２号）第 100条の規定による。

９ 入札の無効に関する事項

宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。

10 落札者の決定の方法

予定価格以内で最低価格の入札を行った者を落札者とする。

11 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県総務部総務事務センター物品担当

12 契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

13 その他

茨 この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ

く政府調達に関する協定の適用を受ける。

芋 この競争入札による調達は、当該調達に係る平成21年度宮崎

県一般会計予算の成立を条件とする。

鰯 特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情

検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この場

合、調達手続の停止等があり得る。

允 その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

14 Summary

茨 Natureandquantityoftheproductstobepurchased:

TheELISA kitforBSE62,500head（Estimatednumberof

cattleforinspection）

芋 Timelimitfortender:11:30a.m.19March,2009

鰯 Contactpointforthenotice:OfficeEmployeeGeneral

AffairsCenterMiyazakiPrefecturalGovernment,2-10-１

TachibanadoriHigashi,MiyazakiCity,880-8501Japan.

TEL:0985-26-7208

人事委員会告人事委員会告示示

宮崎県人事委員会告示第１号

有給休暇の承認の基準（昭和28年宮崎県人事委員会告示第１号）の一部を次のように改正し、平成21年５月21日から施行する。

平成21年２月５日

宮崎県人事委員会委員長 黒 木 奉 武

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

承 認 の 基 準原 因

［略］

その都度必要と認める日又は

時間

３ 証人、鑑定人、参考人等

として国会、裁判所、地方

公共団体の議会その他官公

署へ出頭する場合

［略］

承 認 の 基 準原 因

［略］

その都度必要と認める日又は

時間

３ 裁判員、証人、鑑定人、

参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会そ

の他官公署へ出頭する場合

［略］
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平成20年11月６日付け県公報（第2031号）中

平成20年12月４日付け県公報（第2039号）中

正正 誤誤

平 成 二 十 年 四 月 一 日 付 け 県 公 報 （ 号 外 第 十 八 号 ） 中

ペ ー ジ

二 十 五

段
上

行

四

誤

交 付

正

公 布

正誤段ページ

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は禁伐による。

字穴の猿6732－１（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

左５

正誤段ページ

３ 解除の理由 土石採掘用地とするため３ 解除の理由 道路用地とするため右２
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